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　韓国経済は1960年代から90年代中盤まで高度成長を持続

的に続けてきた。1997年末にアジア通貨危機の影響を受け

経済危機に陥ったが、99年10.8％、2000年8.8％の高い経済

成長率を示し危機を乗り切った。経済回復の主な要因は輸

出の増加であった。2001年は輸出の減少により景気後退局

面に入っている。このような現状は韓国経済が外需に依存

していることを示している。

　韓国経済の外需依存の特徴が確立したのは1960年代後半

に輸出指向型の経済政策が推進されてからである。輸出産

業の育成とインフラ整備のための資金調達に外国資本が大

きな役割を果たした。特に1960～70年代には外国人直接投

資（���）ではなく借款などの資金導入が中心であった。韓

国経済は借款を導入し世界経済へと組み込まれつつ、輸出

産業の育成により持続的な経済成長の基盤を産み出した。

　このような認識に基づいて、本稿では韓国の持続的な経

済成長のために必要であった海外からの開発資金（外国資

本）調達に焦点を当てることにする。1960年代から70年代

までを中心に韓国が採った経済開発政策と開発資金導入の

経験を分析し、同時に事例として日本の「請求権・経済協

力」資金供与を分析し、経済開放政策における教訓を得る

こととする。

1. 韓国の経済開発と外国資本導入：1960～70年代（朴

正熙政権時代）の経験

1.1.　朴正熙政権登場まで（1950年代）の韓国経済：「援

助依存経済」

　1945年に朝鮮半島は日本から独立したが、国土が分断さ

れ、南北経済が遮断された。1948年の韓国政府樹立後1950

年代までは1950～53年の朝鮮戦争もあり、米国の対韓国援

助は韓国経済に欠かせない中心的な役割を果たした。韓国

銀行の資料によると、1945年以降1961年までの韓国の援助

受入総額は31.4億ドルに達した1。そのうち中心的な役割を

果たしたのは���（米国国際協力局：1961年に設立した���

の前身）による援助であった。1953年から1961年まで���

の対韓援助は当時としては世界第1位の規模であり、韓国

の���のほぼ10％に達していた。援助全盛期であった

1950年代後半に輸出額は輸入額の 5 ％前後に過ぎなかっ

た。韓国経済は援助物資の輸入に依存する貿易赤字の構造

が現れ、この赤字は主として米国の援助資金によって補填

されたのはいうまでもない。韓国経済は米国の援助へ従属

的な構造が固着した。

　一方、韓国は徴兵制により巨大な兵力数2を持ちながらも

これを維持することが出来た。これは韓国軍隊に対する米

国の援助のためであった。米国は武器をはじめ軍服・食品

などの消費財まで韓国軍隊に対する支援を積極的に行っ

た3。軍隊で育った将校エリートはその後、1960年代の韓国

の政治・経済のリーダーとなった。

1.2.　朴正熙政権の登場（1960年代前半）：借款導入に

よる経済開発の基盤構築

　1961年の軍事クーデターで登場した朴正煕軍事政権は

「援助経済」を脱却し、工業近代化による自立経済の建設

を志向した。政府は「経済開発計画」により経済の近代化

を推進し始めた。韓国は、資本および技術の不足、インフ

ラの不足、市場の狭小性など諸般の悪条件がそろいながら

も、継続的かつ本格的な工業化に踏み切ったのである。

　米国のケネディ政権は1961年に「対外援助法」（��������

����������	���：���）を制定した。���の主な内容は、

①経済援助を軍事援助から分離、②援助を借款方式に転

換、③米国産品優先購買原則の強化によりドル安を防止す

ることであった。

　韓国政府は、まず産業を振興し、その上で海外市場開拓

による輸出促進を図るという輸出主導型の政策政策を推進

するため、公共借款を中心とした外国資本の導入を積極的

に推進し始めた。

　1961年12月、韓国政府は前政権が1960年 1 月に制定した

「外資導入促進法」を改正し、借款導入を工業部門に集中

させるとともに、借款に対する支払保証条項を新設した。

1962年 7 月にはこの法の関連法律として「借款の支払保証

に関する法律」などが制定された。また、同月に「長期決

済方式による資本財導入に関する特別措置法」が制定され、

1963年10月には日本から機械・設備などの資本財導入が可
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能になるよう改正された。

　第１次５ヵ年計画（1962～66年）の時期における韓国の

総投資額の53％は無償援助・借款などの海外資金によるも

のであった4。この金額は総計8.9億ドルで、そのうち米国

の��（公法）480号による援助と���援助などの無償援助

が7.4億ドルと、全体の83.4％を占めた。無償援助はその規

模の縮小にも関わらず、依然として海外資金導入の大部分

を占めていた。��480号による援助は米国の剰余農産物を

援助することで、この金額は1962～65年間に2.9億ドルに達

した。主な品目は小麦と原綿であり、韓国への食糧供給と

紡織工業の発展に寄与したが、国内市場での国産農産物の

価額競争力が低下し農業生産の沈滞を招いた。���援助は

同期間中4.5億ドルが援助されたが、主に肥料、化学薬品、

生ゴムなどを輸入する財源となった。

　一方、借款は1962年から導入され始め、65年までの借款

導入額は1.3億ドルで外資導入総額の7.9％であった。この

うち、公共借款（6,300万ドル）は80％以上がインフラの建

設に使われた。米国の借款は電力、セメント産業に、西ド

イ ツ の 借 款 は 通 信 設 備 拡 張 と 炭 鉱 開 発 に、���

（������������	
����	�
����
�����������、国際開発協

会）借款は鉄道車両購入に利用された。商業借款（7,100万

ドル）は肥料、セメント、繊維などの製造業と遠洋漁船の

購入に利用された。外国人直接投資は1962年米国のケムテ

クス（�������）社がナイロン繊維分野に58万ドルを投資

したのが初めてである。この後1965年までに20件、1,300万

ドルが投資実行された。このような外国人直接投資誘致の

不振は韓国の政治・経済・軍事的な不安というカントリー

リスクと、外貨統制・投資環境の未整備などに起因してい

る5。外国人直接投資は1970年までには多く導入されず、韓

国の経済開発には大きな役割を果たせなかった。外国人直

接投資が韓国に本格的に進出するのは1980年代後半からで

ある。

1.3.　朴正熙政権の本格的経済開発時期（1960年代後半

～1970年代）：借款導入による本格的経済開発

（1）経済高成長の条件

　1960年代後半は韓国経済が年平均10％以上の高成長を実

現した初めての時期である。韓国政府は第２次経済開発

５ヵ年計画（1967～1971年）を通じて、重化学工業を育成

する政策を打ち出し、肥料、セメント、製油、鉄鋼、機械

工業などに投資を集中させた。軽工業部門も生産設備の近

代化と産業合理化が推進された。また、工業団地造成、高

速道路建設、工業用水開発、発電所建設などインフラ部門

への投資も急増した。
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借款および直接投資外国無償援助受入
直接投資銀行借款商業借款公共借款総額米国＊日本

総額
�������������480小計(請求権）

54765621,0421947～53
82821541954
20620623755
2713330432756
3234636938357
2664831432158
2081122022259
2252024524560
1574520220261

771656723223262
62443721209721621663
1121224886114914964
636648726013113165
151107319765381034014366
111231052395344973513267
19403087043750561062813468
133044013962232751072413169
66253921155982162832610970
4390435303871183451298071
612034632475155303572
191495104031,15322303273
1632188213851,58711282974
622001,0014771,74011313275
851319707131,89922276
1023001,5416362,57911177
1013282,2418173,4870.20.20.278
1951,5221,5781,0894,38479
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　海外の状況をみると、1964年からの����多国間貿易協

定（����������	��）が1967年に妥結し、戦後の自由貿

易システムが安定化した。また、ベトナム戦争による戦争

特需の影響もあり、世界資本主義圏の経済は全般的に好調

であった。韓国は海外市場向けの輸出ドライブ政策を成功

させる良い機会を掴んだのである。しかし、米国は戦後各

地域への援助提供、ベトナム戦争に伴う莫大な費用負担、

そして貿易赤字などにより国際収支が悪化した。反面、日

本は朝鮮戦争時の特需とその後の順調な経済成長により経

常黒字を実現した。これにより日本が新たな資本提供国と

して出現することになった6。

　このような好条件の下で、韓国政府は経済開発政策の推

進に強力なリーダーシップを発揮した。軍部の将校エリー

トたちと、かつての日本、あるいは米国での留学を経験し

たエリート官僚たちが政府を担当したのである。また、政

府は産業政策の中心的なプレイヤーとして国営企業を育て

るとともに、財閥系の大企業を育てた。選ばれた企業は低

利の政策金融、税制優遇措置などの制度的特恵を受け、独

占度を高めた。さらに、政府は外国の近代的技術を積極的

に導入し、その技術を身に付けた技術者を大量に育成し

た。このような政策が開発初期段階の韓国経済が持続的な

高成長を実現した主な要因である。

（2）国内貯蓄の増加と外資導入

　韓国政府は開発資金の国内調達にも力を入れた。1965

年 5 月に金利の引上げを図る「金利現実化措置」を実施し

た。これにより、定期および貯蓄性預金が急速に増加し、

国内総貯蓄率は1965年の7.6％から69年に19.1％まで上昇

し、1979年には26.3％に至った。このような国内貯蓄の急

増にもかかわらず、これを上回る投資が行われた。1963年

以降1970年代の投資傾向をみると、韓国は1968～70年、

1974～75年、1979年に 3 回の投資スパートを経験した。こ

の投資急上昇の時期に海外調達率7と国内貯蓄率が共に上

昇した。しかし、海外調達のウェイトは1963～65年49.5％、

1966～70年38.0％、1971～75年32.9％、1976～79年13.3％と

持続的に減少した。反面、国内貯蓄率は増加の傾向を示し

た。これは投資（総資本形成）のための資金調達において

国内調達が増加することであり、経済の自立基盤が強化す

る方向であったことを示す。

（3）政府の外資導入政策

　1965年に韓国政府は���とのスタンド・バイ・クレジッ

ト（��������	
���
�）協定の締結、日本との国交正常化に

よる請求権資金及び商業借款導入開始など、投資のための

外資導入が本格化した。援助経済の終焉と借款導入による

経済開発という新しい時代が始まったのである。1966年か
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らは借款導入額が援助額を超え、その後援助は急減し、79

年に完全になくなった（表 1 ）。政府は借款導入の活性化の

ための政策として、1966年 1 月からは「対外支払保証に関

する規定」で一般金融機関も対外支払保証ができるように

し、商業借款の導入手続きを簡素化した。

　一方、韓国政府は���などの国際金融機関の諮問を受

け、商業借款などの外国資本に対する管理政策を行い、外

国資本が国内市場で秩序よく投入されるように市場管理政

策を採った。これは経済開発初期に国内経済が外国資本に

より支配されることを防ぎながら、安定的な国内市場を育

てるためであった。1970年代に入ってから韓国政府は外資

導入（商業借款＋直接投資）に対する制限措置を強化し、

1973年 3 月には「外資導入法」が改正された。その主要な

内容は以下の通りである。①外資導入に当たって、事前検

査を強化する。②外資対内資の出資比率を原則として50対

50とする。③１件当たり 5 万ドル以下の外国人投資は原則

として認めない。④繊維部門への外国人投資に対する制限

または輸出義務を課する。⑤借款導入の場合は、償還期間

は 3 年以上、金額は20万ドル以上のもののみ認める。この

ような韓国政府の外国資本に対する管理政策は、開発資金

としての海外借款を国内での資本と技術として転化させる

ことに政府が特に力を入れたことを表わす。

（4）借款の形態別導入の内容

　表 1 に現した通り、借款は1968年には援助を含む外資導

入額の80.0％を占めており、1978年にはそのシェアが

97.1％まで上がった。1979年までの借款総額を借款形態別

に見ると、公共借款57.6億ドル、商業借款94.6億ドル、銀行

借款29.5億ドルで、商業借款のシェアが大きい。商業借款

がこのように大規模で導入されたのは投資資金需要の急

増、国内借入より低い借款金利8などが主な要因であった。

借款の分野別投入は表 2 に示した通りである。公共借款は

インフラ分野への投入が圧倒的で、1962～79年間の公共借

款は輸送・電力・道路・通信・サービス業などを中心とし

たインフラ・サービス分野が70.3％、穀物導入を中心とした

農林水産分野が23.4％を占め、製造業分野は5.2％に過ぎな
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197819771976197519741973区分
7.86.77.16.55.64.4公共借款
12.013.011.810.19.29.3商業借款
13.513.513.512.012.012.0韓国産業銀行財政資金

金利（施設資金用）
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1962～791976～791971～751966～701962～65公共借款
比重金額比重金額比重金額比重金額比重金額
23.41,34818.158932.462726.2132--農林水産
5.23022.6867.013514.77411.17製造業
--00------繊維

1.589001.63111.558--化学
1.1640.263.058----金属
2.01172.2732.344----機械
70.34,04879.22,57758.51,13257.128782.552インフラ・サービス
14.281920.76753.36312.36230.119電力・水道
11.465714.24618.31617.035--建設
10.25858.226711.422015.37733.321輸送・保管
3.21842.8923.4653.21617.511通信
31.11,79333.21,08231.861618.7941.61サービス
100.05,757100.03,255100.01,936100.0503100.063合計

1962～791976～791971～751966～701962～65商業借款
比重金額比重金額比重金額比重金額比重金額
2.01870.8422.6654.86127.119農林水産
65.56,19469.6387963.9162050.664765.748製造業
12.21,1539.351716.84264.919126.719繊維
16.71,58217.999715.539414.318311.38化学
20.31,92427.01,50513.83495.2674.23金属
7.77247.642310.02543.5452.82機械・電子・自動車
32.53,07629.71,65533.484644.65715.64インフラ・サービス
17.21,62816.793014.737425.03205.64電力・水道
1.11000.291.6404.051--建設
8.98456.335013.032913.0166--輸送・保管
5.14836.53604.01011.722--サービス

100.09,457100.05,571100.02,536100.01,279100.071合計



�����

かった。一方、商業借款は製造業分野へ集中した。製造業

の中でも肥料、製油、セメント、製鉄、金属などの輸入代

替工業部門と繊維などの輸出産業に集中した。また、電力

施設の拡大などのインフラ建設にも多く投入された。1962

～79年間の商業借款の産業別構成を見ると、繊維・化学・

金属などの製造業分野65.5％、電力・輸送などを中心とした

インフラ・サービス分野32.5％、農林水産分野は2.0％で

あった。銀行借款は1968年から導入され、商業借款への過

度依存を防ぎ、借款調達の多様化を果たすことになった。

特に1972年の第１次世界石油危機以降大きく発達した国際

金融市場を背景に、銀行借款と外貨債権発行が外資調達の

主要な手段となった。

　借款導入を国別に分けて見ると（表 3 ）、米国は1962～75

年の間25億ドルを提供し、借款提供の中心的な役割（借款

総額の40％）を果たした。1976～79年の間は日本、ヨー

ロッパ諸国、国際金融機関などの借款が急増し、米国の

シェアは19.2％まで低下した。また米国の借款の内容をみ

ると、公共借款と商業借款が均衡を維持した。日本は1966

年から借款供与を開始し1975年まで約13.6億ドルの借款を

供与し借款導入総額の約21.4％を占めた。1976～79年の間

は米国と同じ規模の借款を提供した。日本の借款の内容を

みると1966～70年間は商業借款が中心であり、1971～75年

は公共借款と商業借款が同じ規模であったが、1976～79年

間に再び商業借款が中心となった。ヨーロッパ諸国は商業

借款を中心に日本とほぼ同じ規模の借款を供与した。

　国際金融機関の借款は公共借款であり、���が1963年に

1,200万ドルの公共借款を供与したのが始めである。1970

年まで約4,600万ドルに留まった国際金融機関の借款供与

は1971年以降急増し、1971～79年間22.5億ドルまで拡大し

た。国際金融機関の種類は次の通りである。

①�����（対韓国際経済協議機構）

　1965年の米韓首脳会談時に、韓国に対する経済協力組織

の形成が論議され、その結果、同年12月に米国の主導下に
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1962～791976～791971～751966～701962～65
公共借款

比重金額比重金額比重金額比重金額比重金額
32.01,83022.673536.969971.235860.338米国
15.588610.534323.945218.191--日本
40.22,29849.11,59734.66556.43222.214国際金融機関
30.51,74538.41,24924.34604.42222.214　����
9.755310.734810.31952.010--　���
7.44259.63114.3824.22117.511ヨーロッパ諸国
4.82758.32690.350.21--その他

100.05,757100.03,255100.01,892100.050310063合計

1962～791976～791971～751966～701962～65
商業借款

比重金額比重金額比重金額比重金額比重金額
25.02,35117.294636.993534.644239.428米国
23.22,18124.81,36718.145827.8356--日本
31.12,92133.61,85025.865429.437657.741ヨーロッパ諸国
20.61,93424.51,34819.34897.4952.82その他
100.09,457100.05,511100.02,536100.01,279100.071合計
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���������	�
�	��）が組織された9。�����は世界銀行に事

務局を置き、韓国政府に対して外資支援の諮問役を果たし

た10。韓国は主に�����を通じて国際金融機関に経済開発

資金調達を要請した。

②���（国際通貨基金）

　韓国政府は1965年 3 月���と900万ドルの借款協定を締

結した。その後���協議団が毎年韓国を訪問し韓国経済全

般に対する協議を行った。韓国は毎年���と待機性借款協

定を締結してきた。

③����（世界銀行）

　世界銀行は1957年 6 月、韓国の京釜高速道路建設のため

の技術調査用役借款などに調査団を派遣し、1969年から主

に農漁村地域の開発、港湾・鉄道などのインフラ設備拡充

と中小企業育成に使用された。世界銀行の協力機関である

���11は1962年以降鉄道建設などを中心に借款を供与して

きたが、借款供与が最貧国を対象としているため韓国は

1974年に支援対象国ではなくなった。韓国が1973年までに

���から供与を受けた借款は27件、626万ドルであった。

また、�����は韓国の民間および金融界と合弁投資を行い、

韓国開発金融株式会社（����）を1967年 4 月に設立した。

同社は韓国の民間企業に対する投融資、借款斡旋および経

営技術指導などを目的とした。

④���（アジア開発銀行）

　韓国は���の創立の際から会員として増資にも参加し

た。���は1967年に京仁高速道路建設および農漁村開発

公社の計画事業に対する調査を実施し、1968年借款協定を

結んだ。その後���借款は主に中小企業など民間企業の

育成と道路建設、研究所設立などに使用された。

2. 外資導入の事例：日本の「請求権・経済協力」資金供与

2.1.　請求権資金供与の背景

　日本の韓国に対する経済協力が本格的に始まったのは、

1965年に日韓の国交が正常化され、請求権、経済協力協定

および商業上の民間信用供与に関する交換公文が取り交わ

されてからである。具体的には、1965年に日本と韓国との

間に(1)日韓基本条約、(2)漁業協定、(3)在日韓国人の法的地

位に関する協定、(4)文化財・文化協定、(5)紛争の解決に関

する交換公文の各協定が結ばれ、また経済協力に関して(6)

「財産及び請求権に関する問題の解決ならびに経済協力に

関する日本と大韓民国との間の協定」（請求権・経済協力

協定）および付属文書、(7)「商業上の民間信用供与に関す

る交換公文」が締結されたのである。この「請求権・経済

協力協定」は、一方で日韓の「両国及びその国民の財産及

び両国及びその国民の間の請求権に関する問題を解決する

こと」（同協定前文）、他方で「両国間の経済協力を増進す

ること」（同）を目的としており、請求権問題の解決と経

済協力の二つの内容を同時に含むものであった。この協定

により、1966年から75年まで10年間にわたる無償3億ドル、

有償 2 億ドルのいわゆる請求権に基づく経済協力が定まっ

た13。

　一方、請求権資金には次のような使用における制約が付

けられた。

①　購買対象は日本の生産物と日本人のサービスに限ると

いう徹底的な対日購買原則（協定(�)項）。これは請求

権資金の供与が、決して金銭によって行われるのでは

なく、日本の財貨とサービスによって履行されること

を意味する。

②　提供される生産物は資本財及び両国政府が合意する生

産物となっており（第１議定書第 2 条１項）、両国政府

合意の生産物の中には国内資本調達のための 1 億

5,000万ドル以上の原資財を含むものになっている（議

事録４項）。

③　韓国が日本から無償資金によって導入する生産物は外

国に再輸出することはできないこと（第 1 議定書第 6 

条４項）。但し加工または両政府の合意により処理さ

れた後は再輸出ができる（議事録 7 項）。

2.2.　請求権資金供与の内容

　表 4 は請求権資金を無償資金と有償資金に分けて部門別

の供与額をみたものである。
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無償資金協力の概要

　「請求権、経済協力協定」第 1 条 1 ― (a)項は、日本が 3 

億ドル（協定締結時基準で1,080億円）に等しい価値を有す

る日本の生産物および日本人のサービスを協定発効日

（1965年12月18日）から10年間にわたり、各年均等に無償

で韓国に供与すべきことを定めている。しかし、この 3 億

ドルのうち、日韓清算勘定残高として1961年 4 月22日の交

換公文により、両政府間で確認されている日本の債権総額

45,729千ドルを、韓国が10年間で分割して返済することと

なった。従って、実際の供与額は総額2億5,400万ドル、毎

年約2,540万ドルとなった。

　実際の使用内容をみると、表 4 のように資本財と原材料

がそれぞれ半分を占めている。資本財は農林水産、鉱工

業、科学技術、インフラなどの部門に121,316千ドル（総額

の40.4％）が使用され、原資材は建築材料、繊維類、機械類、

化学工業製品、肥料など鉱工業に132,825千ドル（総額の

44.3％）が使用された。

　日本の資本財と原資材の供与は、個々の契約の韓国側当

事者によって、「官需」および「民需」に分けられた。官

需は、韓国調達庁が契約手続きを行い、韓国政府の在日使

節団が契約当事者となる形態を指した。民需は、韓国政府

の許可を受けた韓国民間輸入業者が契約当事者となった。
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合計有償資金無償資金部門別
構成比（％）金額構成比（％）金額構成比（％）金額

64.3321.3100.0200.040.4121.3資本財
7.838.91.22.312.236.5農林
5.427.2--9.127.2水産
29.0145.256.9113.710.53.4鉱工業
4.020.1--6.720.1科学技術
18.090.042.084.02.06.0インフラ施設・サービス
26.6132.8--44.3132.8原材料
26.6132.8--44.3132.8鉱工業
9.245.9--15.345.9銀行手数料及び

清算勘定 0.00.0
0.00.1--0.00.1銀行手数料
9.145.7--15.245.7清算勘定

100.0500.0100.0200.0100.0300.0合計
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また、官需取引は資本財を主とし、民需取引は原資材を主

とした。

有償資金協力の概要

　有償資金協力は、「請求権・経済協力協定」第 1 条 1 ―(�)

項に従って、2 億ドル相当の円（協力締結時現在で720億円）

を、日韓両国間の取り決めによって決定される事業のため

に、長期低利で協定発効の日から10年間にわたって、韓国

側に貸し付けるものであった14。この貸付は、日本の「海外

経済協力基金」（現在の「国際協力銀行」）が行うことになっ

た。請求権有償資金協力は、いわゆるタイド・ローン

（���������）であって、この資金による諸機材あるいは

サービスの購入の対象は、日本のものに限られた。これは

請求権外協力の有償資金協力である円借款の場合も同様で

あった。有償資金協力の仕組みは図 4 の通りである。

2.3.　請求権外の経済協力資金（政府ベース）供与

　日本は請求権に基づく資金供与以外にも政府ベースの経

済協力資金を以下のように供与した。

①無償資金協力

　総額10億8,700万円（391万ドル）にのぼる工業高校設立

のための無償資金協力を行った15。

②有償資金協力

　1970年から75年までに 7 件、契約総額884億円（3.45億ド

ル）の公共円借款を供与した。韓国の農林水産業近代化、

輸出産業育成、中小企業振興、国鉄電化及びソウル地下鉄
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建設などに使用された。日本側の貸し付けは日本輸出入銀

行と海外経済協力基金が担当した16。

③食糧支援

　韓国の急速な人口増加17に伴う米穀不足に鑑み、1969年

から1974年まで、7 件、合計139万432トンの米穀援助を実

施した。そのうち7,432トン（3億9,600万円相当）は無償供

与であり、63万3,000トンは10年据置き20年間の現物償還、

残りの75万トン（360億円相当）は金利年間 3 ％（据置期

間 2 ％）で10年据置き、20年の償還条件であった。

④技術協力

　日本政府ベースの技術協力は「研修生の受入」、「専門家

の派遣」、「機材供与」及び「開発調査の実施」などの方式

で行われた。研修生の受入、専門家の派遣は、韓国の人材

能力の開発に協力するもので、両国の人的交流を通じて日

韓の相互理解を深めるものであり、技術協力の中で最も重

要なものであった。1973年まで部門別の研修生受入をみる
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と、農業部門がもっとも多く、つづいて行政、厚生、運輸、

水産業、軽工業などとなっている。専門家派遣は農業、運

輸、建設、厚生、重工業の順になっている。

2.4.　民間ベース経済協力

　民間ベースの経済協力は、民間商業信用供与（以下輸出

信用）と直接投資に分けられるが、ここでは、輸出信用を

みることとする。

　1965年12月に、「商業上の民間信用供与に関する交換公

文」が交換され、「 3 億ドルの額を超える商業上の基礎によ

る通常の民間信用供与が、日本国の国民により締結される

ことがある適当な契約に基づいて、大韓民国の政府又は国

民に対し行われることが期待され、これらの信用供与は関

係法令の範囲内で容易にされかつ促進される」こととなっ

た。この 3 億ドルの輸出信用は一種の商業借款であり、漁

業協力のための9,000万ドル、船舶輸出のための3,000万ド

ルが含まれ、残りが一般プラントに向けられた。また、

1967年に行われた第１回日韓定期閣僚会議で、一般プラン

ト類の輸出信用 2 億ドルが追加された。輸出信用実績は

1975年まで 8 億2,400万ドルに達した。

2.5.　日本の「請求権・経済協力」資金供与（1966～75

年）の評価

　日本の対韓国経済協力の直接的効果は、韓国の社会資本

および民間資本形成に寄与したことであろう。日本の経済

協力は、1960年代前半までの米国の援助の場合と異なり、

消費財よりも資本財の購入の向けられ、主として社会資本

の形成に寄与したものである。政府ベースの経済協力だけ

でなく民間ベースの経済協力も多くが資本財の購入に当て

られ、民間資本の形成に寄与した。

　そして、借款の償還は契約通り履行され、日本借款で建

設された製鉄、肥料、船舶、セメント、化繊など、基幹産

業設備は民族資本施設として定着することになった。請求

権資金だけをみると、1966～75年間における韓国の資本財

輸入総額のうち、請求権資金による資本財輸入額の割合は

3.2％として非常に低い水準である。しかし、請求権資金導

入の第1次年度である1966年には28.0％、1967年には10.0％

に達するなど、請求権資金は韓国の経済開発が本格化した

1960年代後半には大きな役割を果たしたといえる。また、

導入された資本財は韓国内では調達が不可能な機械類が大

部分を占めた。資本財導入総額3.2億ドルの51.6％が国内生

産が出来ない一般機械、17.0％が輸送用機械などであった。

これは韓国の経済開発初期においての資本蓄積を安定的に

増加させる役割を果たしたといえる。

　また、浦項製鉄工場建設、京釜高速道路建設など、日韓

経済協力が行われたプロジェクトが成功したのは、韓国の

社会・経済的現実に即し、韓国側のプロジェクト設定の妥

当性と計画能力の水準が高かったことを指摘しなければな

らない。特に、日本の専門家の現地での指導、日本への技

術研修生の短期派遣などによって、必要な技術の習得につ

いて顕著な実績を上げたのは注目される。

　一方、請求権資金を始めとする日韓経済協力資金が、金

銭によって行われるのではなく、日本の財貨とサービスに

よって供与されたことは、その後日韓経済関係において日

本が資本財輸出国として位置付けられることになり、韓国

の日本に対する貿易赤字が続く最大の原因となった。この

条件付供与（��������	）は、1960年代後半の日本経済の

高成長を支えるための政策金融としての役割も果たした。

3. 外資導入の韓国経済に対する効果

3.1.　輸入代替効果および輸出産業の成長

　韓国政府が輸出主導の外向的開発戦略を策定したことに

より、外資は輸入代替産業および輸出産業に集中的に投入

された。これは韓国の国際収支の改善に大きく寄与した。

1970年代初の韓国政府の分析によると外資導入による国際

収支効果は表 7 の通りである。
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計科学技術インフラ施設・
サービス部門

鉱工業水産業農林業事業別

構成比（％）金額資本財

0.31.0---0.10.7農林水産業製品

10.935.0--35.5--非金属鉱物製品

1.75.5-2.31.71.30.1鉄鋼１次製品

4.012.9-8.04.90.1-金属製品

51.6165.8-33.696.56.528.6一般機械

4.313.8-9.91.62.50.1電気機械

17.054.6-35.33.015.81.1輸送用機械

9.028.920.10.20.10.77.8精密機械

0.82.6-----その他製造業

0.41.3-0.8-0.10.4その他サービス製品

100.0321.320.190.0145.127.238.9計
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　上記の韓国政府の分析結果をみると、外資導入による輸

出効果は原料輸入により相殺されているが、輸入代替の効

果が大きくなり、純効果額は総輸出額の半分以上まで上昇

している。これは、韓国の経済開発の初期段階で外資導入

が国際収支の改善に大きく寄与したことを証明することで

ある。

　しかし、国内貯蓄の増加、輸入代替の増加などの面で韓

国の経済自立性が向上したとはいえ、むしろ韓国の経済は

貿易、特に輸入に依存的になった。図 5 は1960年代後半以

降、海外調達率が減少の傾向を見せながらも、総投資率の

増加傾向に沿い輸入性向（輸入の対���比率）も増加して

いくことを示している。総投資率と輸入性向の変動がほぼ

一致しているのは、韓国経済が輸入と大きな関わりがある

ことを証明することとなる。

3.2.　財政の国内調達増大

　1960～70年代の財政調達をみると（図 6 ）、60年代前半は

財政歳入（一般会計＋特別会計－内部取引）のうち課税及

び国営事業（専売・鉄道・通信・食糧事業）を通じた調達

が55％程度に留まったが、1960年代後半以降上昇し、1978

年にはそのウェイトが98.4％まで達した。援助及び借款に

よる海外調達は1960年代前半の20％以上のウェイトから減

少し1978年には5.1％まで落ちた。これは、国内税収の増大

により現れたものであるが、���対比租税負担率は高く

ても1978年の14.6％に留まっており、財政負担率も1962年

の30％から1978年の20％水準まで減少の傾向を示した。即

ち、経済開発の初期段階では、民間部門の投資が弱かった

ため政府財政からの投資が多く行われており、その財源と

しては海外調達が多かったといえる。しかし、経済開発に

よる経済高成長が進み、財政歳入のうち租税・国営事業の

割合が増大し、政府財政において海外調達の必要性が減少

したのである。

3.3.　順調な対外債務返済

　1960年代後半以降の急速な借款導入増加により、韓国の

対外債務総額は1966年の3.9億ドルから1979年に205億ドル

まで上昇した。対外債務負担率（対外債務総額／経常

���）を時期別にみると（図 7 ）、1960～70年代は1966年

の10.6％から、1975年の41.8％をピークとして1978年に

30.3％まで減少した。元金・利金返済負担率（���）をみ

ると、1970～72年間は���値が20％水準まで上昇し危険な

状態であったが、その後は1978年までは10～12％の水準を

�����������	�
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1962～
72

197219711970196919681967
1962～
66

1,9057395092851901004539輸出効果（�）
3,002844639554374314124153輸入代替（�）
2,0797384553362261687185原料輸入（�）
2,83084569350333824698107純効果（�����）
5,8571,6761,132882658486335688輸出総額（�）
32.544.145.032.328.920.613.45.7（�）/（�）
48.350.461.257.051.450.629.315.5（�����）/（�）
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維持した。これは対外債務増加にもかかわらず、輸出増加

などによる外貨収入の拡大が韓国経済に安定的な対外債務

返済能力を与えたことを意味する。

　このような判断から、韓国の場合は借款導入が直接に輸

出を拡大し、輸入を代替することによって、それ自体が対

外債務の返済手段を創出したといえる。結果的にみると外

国資本（海外調達）は国内貯蓄を増やす要因となったとも

いえる。勿論、韓国政府が外国資本だけに依存せず、国内

貯蓄拡大政策や外資に対する調節政策を均衡的に推進して

きたことが対外債務返済能力を創出した最も重要な要因で

あったのはいうまでもない。

4.　結論：韓国の1960～70年代における外資導入の教訓

　韓国が1960年代から経済開発を推進する中で最も重要で

あったのは投資財源を確保することであった。外資導入は

投資の財源として大きな役割を果たした。しかし、国内の

財源である国内貯蓄率も増加し、長期的には投資における

国内自立性を強化することになっている。即ち、韓国は援

助への高い依存状態から出発して、公共・商業借款による

初期的インパクトを次第に内部化しつつ、国内貯蓄率の増

加、財政自立度の向上、輸入代替および輸出の急増、重化

学工業中心の産業構造高度化など経済自立性を高めた。特

に、1960年代後半の日本からの請求権資金導入はその金額

面での規模は低いが、経済開発の初期に資本財を供給する

大きな役割を果たした。日本の資金供与は、米国の援助の
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場合と異なり、消費財よりも資本財の購入に向けられ、主

として社会資本の形成に寄与した。政府ベースの資金供与

だけでなく民間ベースの経済協力も、多くが資本財の購入

に当てられ、民間資本の形成に寄与した。

　一方、韓国政府が、「援助依存経済」を乗り越え、自立

的な経済を実現しようとする政策意志が強く、国民も経済

開発に大きな期待を持ったことも非常に重要である。韓国

政府は開発金融の受入国として、経済開発の戦略的目的を

明確にし、外資を資本ストックと技術の蓄積に高度に集中

させたことにより、経済高成長を達成することができた。

その強力な政府リーダーシップと国営企業、そして財閥系

の大企業が連係し、政経癒着とも言われる制度的特恵関係

を作り出した。これは1980年代以降様々な経済問題を起こ

す材料となるが、1970年代までの経済開発時期には、国家

が主導権を持ち「国家経済力」を高めるのに役立った。さ

らに重要なことは、外国の近代的技術を積極的に導入し、

技術者を大量に育成したことである。特に、日韓間で行わ

れた技術者育成は、日本の専門家の現地での指導、日本へ

の技術研修生の短期派遣などによって行われ、韓国の技術

発展に大きく影響を与えた。しかしながら、韓国の技術が

日本に依存することにもなり、その後技術の自立が韓国経

済の大きな課題となった。また、韓国政府は外資に対する

管理政策を行い、外資が国内市場で秩序よく投入されるよ

うに市場管理政策を採った。これは経済開発初期に国内経

済が外資により支配されることを防ぎながら、安定的な国

内市場を育てるためであった。

　このような韓国の1960～70年代の経済建設経験から次の

ような教訓が得られる。

　第 1 に、経済の持続的成長と自立を目標とした「外資導

入」（借款＋外国人直接投資）政策を採択すること。「援助」

だけに依存しない開発志向の政府が登場したことにより、

経済開発の一貫性が維持された。

　第 2 に、公共・商業借款による初期的インパクトはイン

フラ整備と輸出産業育成に集中すること。それにより輸入

代替および輸出の増加、国内貯蓄率の増加、財政自立度の

向上などが実現され、経済の持続的成長のための自立的基

盤が構築された。

　第 3 に、外貨獲得のために効果的な産業は市場の需要に

基づいて政府が計画的に育成すること。軽工業部門は1970

年代前半まで���の70％以上を占める民間消費支出に支

えられながら自然に育った。そして、労働集約的産品を主

に輸出し海外市場へ積極的に参入し、国内では重化学工業

化を実現しながら産業構造の改編を達成した。

　第 4 に、1980年代になって明らかになることであるが、

政府主導の市場管理と財閥育成に行き過ぎがあり、「政経

癒着」が行われたことは反省点である。

第 5 に、外国人直接投資（���）が1970年代までの韓国経

済の成長にあまり重要な役割を果たせなかったことであ

る。台湾と場合と違って、韓国政府は外国人直接投資に対

しては管理政策を優先した。国内経済を保護するのが名分

であったが、国内企業は技術開発などに力を入れず、価額

競争力に依存するようになった。外国人直接投資が韓国企

業の技術開発と市場の自由化に貢献するのは1980年代後半

からである。

　しかしながら、全体的にみると、韓国の1960～70年代に

おける経済開発は開発資金としての借款導入により成功し

た。その結果、投資のための海外資金の導入が不要とな

り、1980年代以降は経済の民営化の道へ踏み切った。

参考文献

1. 韓国・朝鮮語文献

1）韓国側の文献

韓国経済企画院『請求権資金白書』1976年

______________『韓国統計年鑑』各年度版

韓国統計庁『解放以降50年間の経済日誌』1995年5月

韓国銀行『75-80-85接続不変産業連関表』1989年版

________『企業経営分析』1993年版

________『国民計定』1994年版

________『経済統計年報』各年度版

財務部『韓国外資導入30年史』1993年

韓国海外経済研究所「南北韓の対����諸国輸出競争関係分析」1975

年12月

李昌世『韓国財政の近代化過程』博英社、1971年

金正廉『韓国経済の発展』1991年

2.　日本語文献

日本外務省経済協力局『韓国経済協力調査団報告書』1975年8月

____________________『日韓経済協力―韓国経済産業視察団報告書』

1969年8月

____________________『韓国第3次５ヵ年計画調査団報告書』1972年7月

日韓経済協会『対日請求権資金所要計画』1966年8月

李海珠『東アジア時代の韓国経済発展論』税務経理協会、1995年

大山道広・高梨和紘編著『東アジアの国際交流と経済発展』文眞堂、

1993年

韓福相『韓国の経済成長と工業化分析』勁草書房、1995年

高龍秀『韓国の経済システム』東洋経済新報社、2000年

浜田文雅編著『アジアの経済開発と経済分析』文眞堂、1993年

渡辺利夫、金昌男『韓国経済発展論』勁草書房、1996年

ダニエル・ヤーギン、ジョゼフ・スタニスロー 『市場対国家』日本経

済新聞社、1998年

�����������	�
��
���



������

����������	�
�����
�
�������������������������	
��������	
�����
�	������	
��
���������������	�
��
�������
���������	�
�������
�
���������
����������������	
��������
��������	
�����
���
������������	������������	
�����
��

��������	�
����	�
�����
��	�����	�	����������	
����
	���
���������	
����
�������������	��������������	
����
������������	�
���
��	�����	�
���
�	����������	�
�����
�����������	
�������	�
����	������	����������	�
������
�����������	�
����
�����	�
���
�������������������
������������	���
����

�	�����������������������	��
��
���������	�
��
����������	�������������������	
��
�����������	
��	�
�����	�������	������������	
�������
�
��������������	���
���
�����������������������	�
�	
������������	�
	���	
����	����	
���	���������	�
����
���������	�
����
��������	���������������������	�
�������
����������	
���������
�
����
�����������������	
���	�
��������������	
�����
����
�	�
��
�����������	�
�	���������
�����������	
��������
�����	�����������������	
����
�
��������	
���
���������������������������������	���
�	��
���������	
����
	��
����
������������������������������	
�
��������	
�����	
��	�
�	����	������	����������	�
����
��������	�
��������

	��
���	����
������������	
������
����
����������	�
������	��	

���
����������������������	����
�
��������������	
��������
��	��
���

�������������	
���
��
��������	
�	����
��	�

��	���	�
�
���������������
���������	��	
������	
�
�����

���������	
���
������
����������
��������������
���������	
�����
������������	�
	�	����������	��
��
�����������	�
��������
�����
�����
������������	�
	
����
�
���������	��
���������
�	����
�����	���������	
����
��
��������	�
�������
����
�	�������������������	��
�����
��������	�
���
�	�
��	����	����	��������������	���
���
����������	
����
��������������������������������	���	
�
�����������	
��������
�

����
����������������		
����
��������������	
������	����
������
�������������	
�����������	�
���
��
������������

������������	
����
�
����������	��
���������
���	��
��	�������������	
���������
��������	
��	
�
�����������	
�
�������������	�
����
�����������	�
�����
���	��
���������������������	���
����������	�
�	����
������
	�������	����������	�
����
��
�����������	
�������

����������
����������������	��
������������	������
��
�����������������������	��
���
����
���������	

��
���
��������������

��������������	���
�����
���������	
�	����
�	�	���
����
��
�����������	�
������

�
������������	
��
������	�����	
����������������	�	
��
�����������	������
�������
�	������������������	�
�����
�
���������	
������������
���������������������������	����
�
���������	
���
���������������
����������������	
��
�����������	
�����
��������������
����������	
����	�����

�����������	��
������
�����
��	
�	�������������	
�����
����������	�
�����
������
���������
������������	
���

������
�����������	���
����������	������
�����������	
���
�
�
���������������	
����
��	�
��������	���������	��
�����
����
���������	��
���
�	����
���
������������������	
�����
��������	
���������
���
�����	
����������������
����������	
����	
�����������������	���������	
����	
���
������������	���
����
�
������
���������������	
���
�������������	�
���
��������������������������	�
��
�
����
�����������	��
���
���
���������	�
�������������	�
��������

���������	
����
	�	
�	�	
�������������������
��������	
���	������	���
	���	���������������	
�
��
�����
���������	����
����


������������������������	
���	��
�������������	��
��������

���������������������
����������	
��
�
	������
�����	��	�
������������	
�	�
���������	
�	����������
���������������������
����������	
���
����
�
�

���
	�

����������	���
��
�������������	�
�������
��
�������
������������	�
��
��
���������	��
�	���	���
�
��	�������
������������	��
������������	��	
��
��	����������	���������������	
���

�
��������	��
������
������
�
��
�����������������	
���
������������	
��
������	������������������������	�
�
���������	
�������
������������
�
������������	
�	�

�����������	���
��������
��������������������	
����
���

���������	���
���
���
��	��	�����������������	�����
��
�����������	
����	�����
���
�������������������	
�	���
����������	�
���
�����
�
������
�������������	�
��
���
���������	��
������
��
����
�
���������������	
����	���	
��������	
�����
�	
�
�	
�
�������
�������������	
�
���������	
���	�	���������
����	�������������	
���
���������	
������
����	
��������
������������	
�����
�
�����������	��	
����	��
�����������
���������	��
����������	
���

������
�
��
�
��
��������������
����������	
����
�	��	�����	���	���	��������	��
����
���������	
������
	��	�����
�	��������������������	
�
����������	
��
�	
���
��
������
������������	
���
����
�������������������	��
������
�����������������	�
��
�	����
��������	���
���
���
�
�����
�������

����������	
�������
��
�
��������
������������
��������	
	����
��	
��
����	
�����
��������������	
���
��������	

���������	
��	
�	����	����
���
�����������������	

���������	�
��
����
�������������������������	
�	�
������������	����
�����
�������
���
�����������
������������	
���
�����
�����������������������	�
���������	�
���
��
��������

	�
������������
��������	
���	
����
���
���������������������

�����������	�
��
���

��������	�
��
��������������
���
������������	
�������

���������	
��	���	
�����������
�

���������

���������	



����������	�	
��
	����	�	
��
���������������	



������

�����������	�
�������
�������������������
���������	
�	�����
�	������	�������������������	
�
���������	��
����
������	������	���������������	�
������������	�
����

������������������������	
�
���������	
��
�������
�	�����������
��������	���
����������	
����	
���������
����������������
�������������	
	��	��	����	�
		���	�������������
����������	
	
��
�����������������	
��������	
��
������������	
�����
����������������

���������	

���
�
��
�
���������������������	
��
�
���������	
�	����
�����	�������

	����������
��������	
�����������
��	�������	�
�����������
�����������������	
���
�������
��������������	

��������	
���
����	��
�
��

��	��
�	�����������
����������	
���
���������
�������������������	��
��������	
�����
�������
����������
�����������	�
����������	
����
����
��		�������������������
������������	��
	�������
�������
������������
���������	
�����	
��	���������	��������������	��
���������	�
�	���	��
�
���������
	����������	�
���
���������

��������	��
���
�
��������
������������������	
�
����������		
	
�������	��
�������	�������������	�
	
������	
�����������	
�
���

������	��������������������
������������	�
	����
������	
����	����������������	
�

�����������	�
��
���


